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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

  (1) 対象地域 

◇ 構成市町村名  久慈広域連合 

（久慈市、洋野町、野田村、普代村） 

 

◇ 面    積  1,076.88 km2 

（久慈市 623.50km2、洋野町 302.92km2、野田村 80.80km2、普代村 69.66km2） 

◇ 人    口  56,325人 

（久慈市 33,713 人、洋野町 15,923 人、野田村 4,144 人、普代村 2,545 人） 

（令和 3年 3月 31日現在） 

 

 

(2) 計画期間 

本計画は、令和 4 年 4 月 1 日から令和 9 年 3 月 31 日までの 5 年間を計画期間とし、目標年度を

令和 9年度とします。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直します。 

 

 

(3) 基本的な方向 

久慈広域連合（以下、「本連合」という。）は、久慈市、洋野町、野田村、普代村の 1市 1町 2村

で構成されています。 

本連合圏域は、岩手県北部に位置する、面積 1,076.88km2 の行政エリアであり、４市町村とも太

平洋に面しています。海岸部においては、久慈市の侍浜海岸、小袖海岸、野田村の十府ヶ浦海岸、

普代村の黒崎などが三陸復興国立公園に指定されています。 

ごみ処理施設の整備に当たっては、令和 3年度に行った久慈地区最終処分場の残余容量調査より、

令和 6年度中に計画埋立容量に達することが予想され、埋立地嵩上げによる最終処分場の延命化整

備を計画します。 

その他の施設については、久慈地区ごみ焼却場は令和 2年度に基幹的設備改良工事が完了してい

るため、長寿命化目標期間までを目処に適切に運用していきます。 

久慈地区粗大ごみ処理場については、平成 30 年度にアルミ選別機を追加整備したことにより、

不燃ごみ及び粗大ごみからのさらなる資源物の回収・再生利用率の向上を図っているところです。 

久慈地区汚泥再生処理センターについては、し尿及び浄化槽汚泥の質的量的変動に十分対応でき、

かつ汚泥等の資源化有効利用を促進できるよう施設を更新し、令和 3年度竣工で供用開始していき

ます。 

  



 2 

(4) ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況  

岩手県ごみ処理広域化計画（平成 11 年 3 月策定）において、本連合は A ブロックに位置付けら

れ、本連合と二戸地区広域行政事務組合の 2市 3町 3村で構成されております。 

平成 22年 4月より岩手北部広域環境組合が発足し、焼却施設について、平成 30年度以降は Aブ

ロックの 2市 3町 3村で構成する岩手北部広域環境組合として新ごみ処理施設による処理を行うこ

ととしていましたが、2 施設とも延命による継続使用が可能であることが確認されたため、本連合、

二戸地区広域行政事務組合とも現有施設を使用しつつ、新たな施設整備に向けて引き続き検討・協

議を進めていました。しかし、平成 26 年 3 月に本連合構成市町村の議会で当該組合からの脱退が

議決され、当該組合は平成 28 年 3 月に解散しました。今後も各種状況整理、関係機関との協議を

継続し、広域処理の検討を進めていきます。 

構成 4市町村の一般廃棄物最終処分については、本連合において広域処理をしています。今回整

備を予定している最終処分場については、既存施設の延命化を目的として整備するものであり、本

連合において施設整備を行うこととします。 

 

(5) プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

住民がプラスチック製品の使用について関心を持ち、プラスチック使用製品廃棄物の排出の抑制

につながる取組や、カレンダーやポスター等で発信・情報提供を行うとともに、市民団体等と連携

し環境学習を行います。 

管内で発生するプラスチック製容器包装廃棄物については、従来より分別収集を行い洋野リサイ

クルセンターに搬入しています。搬入されたプラスチック製容器包装類は、異物除去後に圧縮梱包

し（公財）日本容器包装リサイクル協会の再商品化事業者へ引き渡しています。 

プラスチック製容器包装類以外のプラスチック使用製品廃棄物については、可燃ごみとして焼却

処理を継続しますが、今後コストや環境影響等の情報収集を行い、財政状況等を踏まえながら分別

収集・再商品化の実施方法や実施時期について検討を行います。 
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図 1-1 岩手県ごみ処理広域化計画のブロック区割 
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集 団 回 収 量 総 資 源 化 量

56 t 2,364 t

直 接

資 源 化 量

227 t 処 理 後

(1.2%) 再生利用量

処 理 残 渣 量 2,081 t

4,622 t (11.0%)

排 出 量 計 画 処 理 量 中 間 処 理 量 (24.4%)

18,925 t 18,925 t 18,698 t

(100.0%) (98.8%) 減 量 化 量 処 理 後

14,076 t 最終処分量

(74.4%) 2,541 t

(13.4%)

自 家 処 理 量 直 接 最 終 最 終 処 分 量

0 t 処 分 量 2,541 t

0 t (13.4%)

(0.0%)

２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 

令和 2度の一般廃棄物の排出、処理状況は、図 2-1のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 一般廃棄物の処理状況フロー（令和 2年度） 
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(2) 一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指して、減量化、

再生利用に関する目標量を表 2-1に示すとおり定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとしま

す。 

参考として、別添 2に現状と目標のトレンドグラフを添付します。 

 

表 2-1 減量化・再生利用に関する現状と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業系 総排出量 4,442 ﾄﾝ 4,207 ﾄﾝ (R2比 -5.3%)

１事業所当たりの排出量※2 1.6 ﾄﾝ/事業所 1.5 ﾄﾝ/事業所 (R2比 -6.3%)

生活系 総排出量 14,483 ﾄﾝ 12,988 ﾄﾝ (R2比 -10.3%)

１人当たりの排出量※3 257 kg/人 252 kg/人 (R2比 -1.9%)

合　計 事業系生活系排出量 18,925 ﾄﾝ 17,195 ﾄﾝ (R2比 -9.1%)

事業系生活系集団回収排出量 18,981 ﾄﾝ 17,260 ﾄﾝ (R2比 -9.1%)

直接資源化量 227 ﾄﾝ (1.2%) 250 ﾄﾝ

総資源化量(集団回収量除く） 2,308 ﾄﾝ (12.2%) 2,144 ﾄﾝ

総資源化量（集団回収量込み） 2,364 ﾄﾝ (12.5%) 2,209 ﾄﾝ

－ MWh － MWh

減 量 化 量 中間処理による減量化量 14,073 ﾄﾝ (74.4%) 12,696 ﾄﾝ

最終処分量 埋立最終処分量 2,541 ﾄﾝ (13.4%) 2,342 ﾄﾝ

※1　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、

　　 総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合

※2　（１事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝/（事業所数）

※3　（１人あたりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝/（人口）

《用語の定義》
排 出 量 ：事業系、生活系ごみを問わず、出されたごみの量(集団回収されたごみを除く)[単位：トン]
再生利 用量 ：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和[単位：トン]

最終処 分量 ：埋立処分された量[単位：トン]

《用語説明》

トレンドグラフ ：現状把握と今後の推移予想

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量[単位：ＭＷｈ]

現　状(割合)※1

(令和2年度)
目　標(割合)※1

(令和9年度)

排出量

再生利用量

(1.4%)

(12.5%)

(12.8%)

エネルギー
回 収 量

エネルギー回収量（年間の発電電力
量）

(73.8%)

(13.6%)
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図 2-2 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 9年度） 

  

集 団 回 収 量 総 資 源 化 量

65 t 2,209 t

直 接

資 源 化 量

250 t 処 理 後

(1.5%) 再生利用量

処 理 残 渣 量 1,894 t

4,236 t (11.0%)

排 出 量 計 画 処 理 量 中 間 処 理 量 (24.6%)

17,195 t 17,195 t 16,945 t

(100.0%) (98.5%) 減 量 化 量 処 理 後

12,709 t 最終処分量

(73.9%) 2,342 t

(13.6%)

自 家 処 理 量 直 接 最 終 最 終 処 分 量

0 t 処 分 量 2,342 t

0 t (13.6%)

(0.0%)
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３ 施策の内容 

 

(1) 発生抑制・再使用の推進 

ア ごみの有料化 

本連合と構成市町村が協議の場を継続して持ち、構成市町村ごとで設定されている指定ごみ袋

の料金設定も併せて、ごみの有料化を実施する方向で検討し状況を見ながら進めるものとします。 

イ 新たな分別品目の検討 

環境省と経済産業省が検討を進めているプラスチック製品の一括回収の具体的方針が決定次

第、収集区分の変更を検討します。 

ウ 減量化・資源化 

5R（リフューズ、リデュース、リユース、リペア、リサイクル）の促進、エシカル消費の普及・

促進、食品ロス削減の推進を適宜取り組みます。 

エ 環境教育・普及啓発・助成 

地縁団体をはじめとした住民団体と協働し、分別区分の普及啓発や資源回収などに取り組み、

これらの環境教育、普及啓発活動に対し、助成を行います。 

オ マイバッグ運動・レジ袋対策 

住民に対してマイバックの持参、マイボトル等の利用促進を啓発し、レジ袋等容器の削減を推

進します。 

カ 再使用の推進 

住民に対して、フリーマーケットの開催及び開催の支援など、衣類や生活用品の再使用の機会

を積極的に適宜提供します。また、再生資源を原材料とした商品の販売、購入、利用の促進に関

する情報提供を適宜推進します。  

キ 住民意識の高揚 

パンフレットやポスター、広報紙等の紙媒体に加えて、インターネットを用いた情報発信を行

い住民のごみの減量化・資源化、分別収集区分等に対する意識を高めていくこととします。 

 

(2) 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分と処理方法は表 3-1に示すとおりです。 

集団回収及び資源回収については、資源化の向上に大きく寄与しているため、住民団体等に対

してさらに回収を促進するよう啓発活動及び育成・助成を行います。また、集団回収及び資源回

収を行っていない住民団体等についても、回収実施の啓発活動や回収方法等の支援及び情報提

供を推進します。 
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イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

事業系ごみの排出量は、今後更なる排出抑制強化を推進していきます。事業系ごみ処理の手引

きを作成して排出事業者に配布し、減量化や資源化が促進されるよう啓発します。また、食品ロ

ス削減を推進するよう啓発します。 

 

 

 (3) 処理施設の整備 

ア 廃棄物処理施設 

上記(2)の処理体制で処理を行うため、表 3-3のとおり必要な処理施設の整備を行います。 

また、現有処理施設の概要を表 3-4に示します。 

 

表 3-3 整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事 業 名 処理能力 設置予定地 

事業期間 

(全体事業期間) 

 国土強

靭化 

1 

最終処分場 

久慈地区最終

処分場 

最終処分場

整備事業 

埋立容量 

155,013 ㎥ 

(当初：141,013 ㎥) 

Ⅰ期：81,913 ㎥ 

Ⅱ期：59,100 ㎥ 

(嵩上：14,000 ㎥) 

久慈市夏井町 

鳥谷 4-23-6 
R6 - 

(整備理由) 

事業番号 1   既存施設の延命化のため 
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表 3-4 現有処理施設の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【焼却施設】

名　　　称 久慈地区ごみ焼却場

所 在 地 岩手県久慈市夏井町大崎3-95

竣 工 年 月 昭和61年3月（改造：平成11年2月）（基幹改良：令和3年3月）

供用開始年月 昭和61年4月（改造：平成11年3月）（基幹改良：令和3年4月）

処 理 能 力 120ｔ/24ｈ　（60ｔ/24ｈ×２炉）

処 理 方 式 全連続燃焼式

炉 形 式 ストーカー炉

【リサイクル施設】

名　　　称 久慈地区再資源化処理場

所 在 地 岩手県久慈市夏井町鳥谷4-23-6

竣 工 年 月
平成9年7月（缶）、平成10年6月（PET・発泡スチロール）
平成12年3月（びん）

供用開始年月
平成9年8月（缶）、平成10年7月（PET・発泡スチロール）
平成12年4月（びん）

処 理 能 力
0.7t/h（缶）、200㎏/h（PET）、0.05t/h（発泡スチロール）
1.5t/h（びん）

処 理 対 象 物 缶、びん類、ペットボトル、発泡スチロール、紙類

【粗大ごみ処理施設】

名　　　称 久慈地区粗大ごみ処理場

所 在 地 岩手県久慈市夏井町鳥谷4-23-6

竣 工 年 月 昭和56年3月（改造：平成31年3月）

供用開始年月 昭和56年5月（改造：平成31年4月）

処 理 能 力 30t/5ｈ

処 理 対 象 物 粗大ごみ、不燃ごみ

【最終処分場】

名　　　称 久慈地区最終処分場

所 在 地 岩手県久慈市夏井町鳥谷4-23-6

竣 工 年 月 Ⅰ期：昭和53年12月、Ⅱ期：平成14年3月

供用開始年月 Ⅰ期：昭和54年1月、Ⅱ期：平成14年4月

埋 立 容 量 141,013㎥（Ⅰ期：81,913㎥、Ⅱ期：59,100㎥）

埋 立 対 象 物 処理不適物、焼却残渣、不燃残渣等

【し尿処理施設】

名　　　称 久慈地区し尿処理場

所 在 地 岩手県久慈市夏井町閉伊口9-18-1

竣 工 年 月 昭和44年9月（増設：昭和53年11月）

供用開始年月 昭和44年10月（増設：昭和53年12月）

処 理 能 力 105kℓ/日

処 理 方 式 嫌気性消化・活性汚泥法

【汚泥再生理施設】

名　　　称 久慈地区汚泥再生処理センター

所 在 地 九戸郡洋野町中野第 7 地割字尺沢 30-10 他

竣 工 年 月 令和4年2月

供用開始年月 令和4年3月

処 理 能 力 105kℓ/日

処 理 方 式
水処理設備：膜分離高負荷脱窒素処理方式（１段膜方式）
資源化設備：堆肥化方式
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(4) 施設整備に関する計画支援事業 

(3）の施設整備に先立ち、表 3-5のとおり計画支援事業を行います。 

 

表 3-5 実施する計画支援事業 

事業

番号 
事  業  名 事業内容 事業期間 

1 最終処分場整備（事業番号 1）に係る実施設計事業 実施設計 R4 
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(6) その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していきます。 

ア ５Ｒ（リフューズ、リデュース、リユース、リペア、リサイクル）の推進 

ごみを減らし、ものを修理し、再生して大切にし、できるだけ長く繰り返し使う生活習慣の普

及を推進します。また、再生資源を原材料とした商品の販売、購入、利用の促進に関するインタ

ーネットや SNSを用いた情報発信・啓発を推進します。 

イ リサイクル体制の強化 

集団回収を行う住民団体等に対して、支援と情報等の提供を行うとともに支援や活動状況の内

容について PRし、集団回収を行っていない住民団体等についても、集団回収実施の啓発活動や

回収方法等の支援及び情報提供を促進します。 

ウ 不法投棄対策 

ごみの散乱防止や適正な処理に関するモラル向上のため、広報紙、チラシ等による啓発に努め

ます。また、本連合、構成市町村、警察、地域住民と共にパトロールを実施する等監視体制の強

化に努めます。 

エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

洋野町については災害廃棄物処理基本計画を策定済みですが、久慈市、野田村、普代村におい

ては、災害廃棄物対策指針及び岩手県災害廃棄物処理計画に基づき災害廃棄物処理計画の作成

を行っていきます。 

災害発生時には、策定済、もしくは策定中の災害廃棄物処理基本計画に基づき行動するととも

に、一般廃棄物処理に係る災害相互応援に関する協定に基づき、連合内及び県内自治体と連携し

てその適正な災害廃棄物の処理に努めます。 

【仮 置 場】  

・市町村有地を候補地とします。 

【最終処分 場】 

・久慈地区最終処分場を候補地とします。 
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４ 計画のフォローアップと事後評価 

 

(1) 計画のフォローアップ 

本連合では、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて岩手

県及び東北地方環境事務所と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行いま

す。 

 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

計画最終年度終了後、速やかに事後評価を実施し、結果を公表するとともに、次期計画策定に反

映させるものとします。 

なお、計画の進捗状況や社会的情勢の変化を踏まえ、必要に応じ計画を見直します。 
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別添１：対象地域図  
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別添２：現状と目標のトレンドグラフ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 人口現状及び目標推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 事業所数の現状及び目標推移 
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現状と目標のトレンドグラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 生活系ごみの現状及び目標推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 事業系ごみの現状及び目標推移 
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現状と目標のトレンドグラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 1事業所あたり事業系ごみ排出量の現状及び目標推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6  1人あたり生活系ごみ排出量の現状及び目標推移 
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現状と目標のトレンドグラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 総資源化量の現状及び目標推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 最終処分量の現状及び目標推移 
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別添３：地域内の施設の現況と予定（位置図） 
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別添４：廃棄物処理施設が所在する地域のハザードマップ  
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新

設
施

設
リ
ス

ト

施
設

種
別

施
設

名
事

業
主

体
型

式
及

び
処

理
方

式
処

理
能

力
（
単

位
）

竣
工

予
定

年
月

更
新

（
改

良
）
・
新

設
理

由
廃

焼
却

施
設

解
体

の
有

無
（
解

体
施

設
の

名
称

）

廃
焼

却
施

設
解

体
事

業
着

手
（
予

定
）
年

月
完

了
（
予

定
）
年

月
想

定
さ

れ
る

浸
水

深
と

対
策

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

再
商

品
化

を
実

施
す

る
た

め
の

施
設

整
備

事
業

備
考

最
終

処
分

場
久

慈
地

区
最

終
処

分
場

久
慈

広
域

連
合

準
好

気
性

埋
立

構
造

（
サ

ン
ド

イ
ッ

チ
・
セ

ル
方

式
）

1
5
4
,9

3
7
m

3

（
当

初
：
1
4
1
,0

1
3
m

3
）

Ⅰ
期

：
8
1
,9

1
3
m

3

Ⅱ
期

：
5
9
,1

0
0
m

3

（
嵩

上
：
1
3
,9

2
4
m

3
）

R
7
.3

延
命

化
－

－
想

定
さ

れ
る

浸
水

深
災

害
の

区
域

外
-

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

と
対

策

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

災
害

の
区

域
外

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

災
害

の
区

域
外

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

災
害

の
区

域
外

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

災
害

の
区

域
外
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様
式

２

久
慈

広
域

連
合

構
成

市
町

村
：

久
慈

市
、

洋
野

町
、

野
田

村
、

普
代

村

0
3
9
,
0
0
0

8
,
0
0
0

0
3
1
,
0
0
0

00
0

3
1
,
0
0
0

0
0

3
1
,
0
0
0

0
0 0

8
,
0
0
0

8
,
0
0
0

0
0

0
0

8
,
0
0
0

8
,
0
0
0

0

0
0

6
1
,
0
0
0

8
,
0
0
0

0
5
3
,
0
0
0

0
0

R
6

0

0
0

0

5
3
,
0
0
0

0
0

5
3
,
0
0
0

5
3
,
0
0
0

0
0

5
3
,
0
0
0

R
4

R
6

R
4

8
,
0
0
0

8
,
0
0
0

0
0

8
,
0
0
0

8
,
0
0
0

0
0

m
3

合
 
 
 
 
 
　

　
計

最
終

処
分

場
整

備
に

係
る

実
施

設
計

事
業

1
久

慈
広

域
連

合
－

－

最
終

処
分

場
整

備
事

業
1

久
慈

広

域
連

合
1
4
1
,
0
1
3

○
施

設
整

備
に

関
す

る
計

画
支

援
事

業

令
和

5
年

度

令
和

6
年

度

0
0

3
1
,
0
0
0

0
0

3
1
,
0
0
0

令
和

8
年

度

0
0

令
和

8
年

度

循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
事
業
実
施
計
画
総
括
表
２

事
業

種
別

事 業 番 号

事
業

主
体

名
称

規
模

事
業

期
間

交
付

期
間

総
事

業
費

（
千

円
）

交
付

対
象

事
業

費
（

千
円

）

備
考

令
和

7
年

度
事

　
業

　
名

　
称

単 位

令
和

7
年

度

令
和

4
年

度

令
和

5
年

度

令
和

6
年

度

○
最

終
処

分
に

関
す

る
事

業

開 始

終 了

令
和

4
年

度
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【参考資料様式５】 

 

施設概要（最終処分場系） 

 

都道府県名 岩 手 県 

 

 

(1) 事業主体名    

 

 

久慈広域連合 

 

 

(2) 施設名称 

 

 

久慈地区最終処分場 

 

 

(3) 工期  

 

             

令和 ６年度 ～ 令和 ６年度 

 

(4) 処分場面積、容積 

 

 

総面積 82,278 m2 

 

 

埋立面積 23,160 m2 

Ⅰ期：8,380m2 

Ⅱ期：9,160m2 

（重複分：7,200m2） 

 

 

 

埋立容積 115.013m３ 

（当初容量 141,013m3） 

Ⅰ期：81,913m3 

Ⅱ期：59,100m3 

（嵩上容量：14,000m3） 

 

(5) 処分開始年度 

  及び終了年度 

 

 

 埋立開始  昭和 53年度 

         

埋立終了  令和６年度予定 

 

 

(6) 跡地利用計画 

 

 

 森林還元等 

 

(7) 地域計画内の役割 

 

 

 最終処分場の延命化 

 

(8) 廃焼却施設解体工事  

の有無 

 

 

  有   無 

 

 

  

(9) 総事業計画額 ※1 

53,000千円 

         

うち、交付対象事業費 31,000 千円 
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【参考資料様式８】 

 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 岩 手 県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）事業主体名

（2）事業目的

（3）事業名称

（4）事業期間

（5）事業概要

（6）総事業計画額

久慈広域連合

最終処分場の施設整備のため

最終処分場整備に係る実施設計事業

令和4年度　～　令和4年度

実施設計

8,000千円
うち、交付対象事業費 8,000千円


